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１　はじめに

　車椅子使用者の座位環境を改善し日常生活動作の自立
を促すことは車椅子シーティング（以下，シーティング）

に関与する保健・医療・福祉専門職に期待される役割で
ある．シーティングとはモジュラー車椅子や座位保持装
置などを用いて車椅子使用者の座位姿勢の安定化や適切
な座位保持を図る技術であり１），その必要性はリハビリ
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Abstract
Wheelchair seating is a method of supporting individuals with disabilities that utilizes modular 
wheelchairs and seating posture-supporting devices to maintain a stable posture, facilitating the 
execution of functional movements while using a wheelchair. With the cooperation of 18 physical and 
occupational therapists, this study examined the actual status of 164 individuals with disabilities for 
whom seating intervention was being provided.
The results revealed an association between decreased ability to maintain a sitting posture in a 
wheelchair and lower Braden Scale scores, indicating an increased risk for pressure ulcers (r=‒0.756, 
p<0.001). Likewise, among individuals targeted for seating intervention, the ability to maintain a sitting 
posture was also significantly correlated with Functional Independence Measure scores. This 
assessment demonstrated that poorer seating ability was associated with a lower total score (r=‒0.778, 
p<0.001) as well as with eating (r=‒0.727, p<0.001) and wheelchair locomotion (r=‒0.666, p<0.001). These 
results suggest the requirement for active assessment of and intervention for individuals with 
disabilities targeted for seating intervention to prevent the development of pressure ulcers and to 
support their activities of daily living.
In order to develop wheelchair seating-related knowledge and intervention techniques, it is necessary to 
conduct large-scale studies and to promote more accurate recognition of the status of individuals with 
disabilities targeted for seating intervention.
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調査」および「記載例」および同意書も同時に送付し，
同意書について可能な研究協力者から随時，署名・
捺印を得た．
３）本調査実施（平成25年１月20から２月28日）

アンケート調査票の配布と回収は調査者と回答者の
間で授受される電子メールに添付する方法を用い
た．アンケート調査票の回収にあたって，同意書そ
の他，対象者と特定できる資料については回答者の
所属施設にて保管することとした．

２．３　倫理的配慮
　回答者ならびにその所属施設においてシーティングの
対象となっている障害者に対する倫理的配慮について
は，九州保健福祉大学倫理審査委員会の承認を受けた（承
認番号：12-017）．また全ての回答者に対して本研究の目
的，意義，倫理的配慮について口頭ならびに文章にて説
明を行ない，研究協力への同意を得た．

２．４　アンケート調査票の調査項目
アンケート調査票の項目は以下の通りとした．
１）回答者に関する調査項目
a.シーティング・コンサルタント取得の有無
b.回答者の職種
c.回答者の経験年数

２）シーティング対象者に関する調査項目
a.対象者の年齢別人数・平均年齢
b.対象者性別
c.対象者疾患（脳血管障害・整形疾患・脳性麻痺・廃用

症候群・脊髄損傷・認知症・パーキンソン病・その他）
d.発症してからの期間
e.施設の種別（急性期施設・回復期施設・維持期施設・

在宅支援施設・その他）
f.座位能力：Hofferの座位能力分類JSSC版（※１）
g.ブレーデンスケール（※２）得点
h.マット評価（※３）実施の有無
i.車椅子種別（標準型車椅子・調節機構つき車椅子・ティ

ルトリクライニング車椅子・リクライニング車椅子・
チルト車椅子・電動車椅子・その他）

j.クッション使用の有無
k.クッションの厚さ（５cm未満・５cm以上）
l.フェイススケール（※４）得点
m.５ｍ車椅子駆動時間
n.Functional Independence Measure（以下，FIM）合計

得点

テーション領域で広く認識されつつある．
　車椅子の選定・適合技術や車椅子使用者の評価技術に
関してはこれまで多くの研究成果が報告されており，
シーティングに関連する知識と技術の体系化が図られて
きた２，３）．一方，シーティングの対象となる障害者の実
態については十分な調査が行われてきたとは言いがた
く，従来は個々の症例研究が対象者の実態を報告する主
な形式であった．今後シーティングの知識・技術の普及
と発展を図るためには，まず多くのシーティング対象者
の実態を把握することが必要である．
　本研究の目的は，現在保健・医療・福祉の領域でシー
ティングの対象者とされている障害者の実態を把握する
ことにより，シーティングで用いる評価技術の開発，介
入効果のエビエデンス構築といったシーティングの学術
的発展に資する基礎資料を得ることである．

２　方法

２．１　調査対象
　日本シーティング・コンサルタント協会はシーティン
グ技術の教育，研究，普及啓発事業の企画運営を行なう
NPO法人であり４），主な会員は医療機関・施設等でシー
ティングに関わっている理学療法士・作業療法士によっ
て構成されている．同協会はシーティングの専門的な知
識・技術を提供することができる「シーティング・コン
サルタント」の養成事業を行なっている５）．会員の中で
所定の養成研修を修了し学会活動など一定の業績を重ね
た者は協会によって「シーティング・コンサルタント」
として認定される．
　本研究では平成24年10月時点で「シーティング・コン
サルタント基礎過程研修」を受講した会員の中で研究へ
の協力が得られた者を対象にアンケート調査を実施し
た．アンケートの内容は研究協力者（以下，回答者）の
特性，ならびに研究協力者が所属する施設においてシー
ティングの対象となっている障害者の特性であった．

２．２　調査の流れ
１）事前調査（平成24年10月から11月）

本調査の実施に先立ち，基礎研修受講者に対して研
究協力の依頼を行ない，同受講者の所属施設におい
てシーティングの対象となっている障害者の特性に
関する簡単な事前調査を実施した．
２）倫理事項の周知（平成25年１月15日）

本学倫理審査委員会において決定した内容を回答者
へ資料として送付した．また，本研究で使用する「本



109押川　武志ほか：車椅子シーティング対象者の実態調査

e）21 − 25 年 0 名
f）25 年以上 0 名
g）不明 1 名
合計 18 名

３．２　シーティング対象者に関する調査結果
１）基本統計量
シーティング対象者164名（74.5±20.4）の特性に関する
情報が得られた．（表４，５，６）
a．対象者の年齢別人数・平均年齢（表４）
a）0-20 歳 4 名
b）21-30 歳 3 名
c）31-40 歳 4 名
d）41-50 歳 12 名
e）51-60 歳 15 名
f）61-70 歳 9 名
g）71-80 歳 37 名
h）81-90 歳 51 名
i）91-100 歳 27 名
j）101 歳以上 2 名
合計 164 名
平均年齢±標準偏差 74.5 ± 20.4 歳

b.対象者性別（表５）
a）男性 65 名
b）女性 99 名
合計 164 名

c.対象者主疾患（表６）
a）脳血管障害 51 名
b）整形疾患 31 名
c）脳性麻痺 11 名
d）廃用症候群 16 名
e）脊椎損傷 7 名
f）認知症 11 名
g）パーキンソン病 7 名
h）その他 30 名
合計 164 名

２）調査項目の結果
d.発症からの期間：78.4±154.0（1−720月）
e.施設種別（表７）
a）急性期施設 3 施設
b）回復期施設 21 施設
c）維持期施設 119 施設
d）在宅支援施設 13 施設
e）その他 8 施設
合計 164 施設

f.座位能力（表８）
a）座位能力 1 46 名
b）座位能力 2 55 名
c）座位能力 3 63 名
合計 164 名

g.ブレーデンスケール：15.7±3.3点（6‐22点）
h.マット評価実施の有無（表９）

o.FIM食事得点
p.FIM移動（車椅子）得点
q.褥瘡の有無
r.１日の車椅子使用時間

２．５　解析方法
１）基本統計量
　全ての調査項目の基本統計量を求めた．

２）調査項目間の関連
　以下の調査項目間の関連について，カテゴリカル変数
はX2検定，順序尺度および正規分布に従わない変数は
Spearmanの順位相関係数を用いて検討した．なお，帰
無仮説の棄却域は有意水準５％未満とし，統計処理には
SPSS．Ver 21 for Windowsを用いた．また，データの
表記については平均値±標準偏差で示した．
a.褥瘡の有無と座位能力
b.褥瘡の有無とクッションの厚さ
c.座位能力とブレーデンスケール得点
d.座位能力とFIM合計得点
e.座位能力とFIM食事得点
f.座位能力とFIM移動（車椅子）得点
　　①座位能力と５ｍ車椅子駆動時間
g.座位能力と車椅子使用時間
h.クッション使用の有無とブレーデンスケール得点
i.フェイススケール得点とブレーデンスケール得点
j.フェイススケール得点と座位能力

３　結果

３．１　回答者に関する調査結果
回答者の人数は18名であった（表１，２，３）．
a.シーティング・コンサルタント取得の有無
（表１）
a）シーティング・コンサルタント（SC） 10 名
b）非シーティング・コンサルタント（NSC） 8 名
合計 18 名

b.回答者の職種（表２）
a）理学療法士 12 名
b）作業療法士 5 名
c）不明 1 名
合計 18 名

c.回答者の経験年数（表３）
a）1 − 5 年 3 名
b）6 − 10 年 8 名
c）11 − 15 年 6 名
d）16 − 20 年 3 名
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設の利用者であった．このことから本研究で明らかにさ
れたのは維持期リハビリテーションサービスの提供を受
ける高齢の車椅子利用者の特性といえる．
　車椅子は歩行が困難な場合の移動手段として用いられ
るが，食事などの日常生活動作を座位姿勢で行なう場面
では椅子としても用いられる．車椅子は高齢者施設にお
いて移動手段よりも椅子として使用される傾向があり
６），高齢障害者は日中多くの時間を車椅子上で過ごして
いる６-９）．本研究で示されたシーティング対象者の車椅
子使用時間は6.3±2.5時間であり，最長では16時間にも
及んでいた．車椅子上で車椅子利用者が長時間座位姿勢
をとり続ける場合は車椅子の構造や機能を車椅子利用者
に適合させる必要があり，また適宜ベッドへ移乗するな
どして疲労の軽減や褥瘡の発生を予防する必要がある．
そのためにはモジュラー車椅子や座位保持装置などを用
いて車椅子利用者の座位姿勢の安定化や適切な座位保持
を図るシーティング技術が不可欠である．しかしシー
ティング技術が今日の医療機関・施設等において十分普
及しているとは言い難く，障害高齢者が不良な座位姿勢

（以下，不良座位姿勢）のまま車椅子上で日中長い時間
を過ごす実態が報告されている９，10）．障害高齢者の車椅
子上における代表的な不良座位姿勢としては，骨盤が後
傾，胸椎が後弯した仙骨座り姿勢や骨盤が左右どちらか
に傾斜した姿勢が挙げられる２）．特に仙骨座り姿勢は障
害高齢者において頻繁に観察される不良座位姿勢であ
り，殿部に褥瘡を発生させるリスクを高めることが指摘
されている１，11）．不良座位姿勢は，障害高齢者の座位保
持能力が低下した場合や身体寸法・機能が車椅子の寸法・
構造と適合していない場合に引き起こされる12）．医療機
関・施設等に普及している標準型車椅子は，そのサイズ
が個々の車椅子使用者に適合していないこと８）に加え，
スリングシートのハンモック効果，不十分なバックサ
ポートといった座位姿勢の保持を困難とする構造上の問
題があり12），車椅子の仕様上の不備が不良座位姿勢を
引き起こす原因となっている．シーティングに関与する
医療専門職は，障害高齢者の不良座位姿勢を改善し褥瘡
発生のリスクを軽減するために，それぞれの障害高齢者
に適した車椅子やクッション類を提供しそれらの適正な
使用を促す必要がある．
　褥瘡は，接触圧もしくはずれ力と組み合わさった接触
圧によって引き起こされる，局所の皮膚および／もしく
は骨突出部上の皮下組織の損傷である13）．本研究の結果
より，シーティング対象者は座位能力が低いほどブレー
デンスケールの得点が低くなる，すなわち褥瘡発生のリ
スクが高まることが示された．座位能力が低い対象者に

a）なし 121 名
b）あり 32 名
c）不明 11 名
合計 164 名

i.車椅子種別（表10）
a）標準型車椅子（フットのみ調整可能） 21 名
b）調整可能つき車椅子 79 名
c）ティルトリクライニング車椅子 26 名
d）リクライニング車椅子 6 名
e）ティルト車椅子 2 名
f）電動車椅子 0 名
g）不明 30 名
合計 164 名

j.クッション使用の有無（表11）
a）あり 155 名
b）なし 9 名
合計 164 名

k.クッション厚（表12）
a）5 ㎝未満 9 名
b）5 ㎝以上 155 名
合計 164 名

l.フェイススケール得点：2.2±2.0点
m.５ｍ車椅子駆動時間：14.7±14.1秒
n.FIM合計点：49.9±27.0点
o.FIM食事得点：4.1±2.2点
p.FIM車椅子得点：2.5±2.2点
q.褥瘡の有無（表13）
a）あり 15 名
b）なし 148 名
c）不明 1 名
合計 164 名

r.１日の車椅子使用時間：6.3±2.5（5.0‐16.0時間）

３）調査項目間の関連
　調査項目間で有意な相関が認められたのは，座位能力
とブレーデンスケール得点（r=-0.756，p＜0.001），座位
能力とFIM合計得点（r=-0.778，p＜0.001），座位能力と
FIM食事得点（r=-0.727，p＜0.001），座位能力とFIM車
椅子得点（r=-0.666，p＜0.001），座位能力と車椅子使用
時間（r=-0.326，p＜0.001），クッション使用の有無とブ
レーデンスケール得点（r=-0.241，p＜0.01），フェイスス
ケール得点とブレーデンスケール得点（r=-0.271，p＜
0.01），フェイススケール得点と座位能力（r=0.298，p＜
0.001）であった．

４　考察

　本研究でシーティング対象者とされた164名の障害者
の年齢は74.6±19.6歳であり，そのうち119名が維持期施
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　褥瘡のリスクアセスメントをするために，その危険
性を評点化できるスケールである．
　ブレーデンスケールは日常の看護業務の中で観察で
きる６項目を抽出して作成してある．その６項目のう
ち「知覚の認知」，「活動性」，「可動性」，「湿潤」およ
び栄養状態の５項目は，おのおの１点（最も悪い）か
ら４点（最も良い）で採点を行い，「摩擦とずれ」の１
項目だけは１点から３点で採点を行う．つまり最低６
点から最高23点となる．

注釈３：マット評価３）

　車椅子上で姿勢が崩れている場合，変形が固定され
ているものか，柔軟性があり修正可能であるかを明ら
からにすることを目的に日本シーティング・コンサル
タント協会が推奨している評価であり，方法として，
基本的に背臥位と端座位にて骨盤や下肢の可動性と脊
柱のアライメントを確認し，次に頭部と上肢の姿勢と
の関係を評価するとしている．

注釈４：フェイススケール
　主観的な痛みの程度を「笑顔」「しかめっ面」「泣き顔」
など様々な段階の表情のイラストを選択することに
よって数値化する検査法．本研究では６段階の表情の
イラストを用意し，痛みの程度が少ない順番に０点，
２点，４点，６点，８点，10点の得点を配した．調査
ではシーティング対象者が車椅子座位姿勢を開始して
から30分経過した時点における痛みの程度を評価し
た．
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